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株式会社CloudFit （単位：　円）

貸 借 対 照 表

2022年03月31日　現在

資 産 の 部

科 目 金 額

負 債 の 部

科 目 金 額

【流動資産】 56,939,023

現 金 及 び 預 金 23,846,792

売 掛 金 33,291,231

貸 倒 引 当 金 ( 売 ) -199,000

【固定資産】 341,842

有 形 固 定 資 産 341,842

工 具 器 具 備 品 341,842

資 産 の 部 合 計 57,280,865

【流動負債】 28,632,790

役 員 借 入 金 10,132,301

未 払 金 6,068,245

未 払 費 用 7,206,478

未 払 法 人 税 等 4,598,700

預 り 金 627,066

負 債 の 部 合 計 28,632,790

純 資 産 の 部

【株主資本】 28,648,075

資 本 金 100,000

利 益 剰 余 金 28,548,075

そ の 他 利 益 剰 余 金 28,548,075

繰 越 利 益 剰 余 金 28,548,075

純 資 産 の 部 合 計 28,648,075

負債及び純資産の部合計 57,280,865



株式会社CloudFit （単位：　円）

損 益 計 算 書

2021年04月01日 〜 2022年03月31日

科 目 金 額

【売上高】

売 上 高 160,022,295

売 上 高  計 160,022,295

【売上原価】

当 期 商 品 仕 入 42,941,763

売 上 原 価  計 42,941,763

売 上 総 利 益 117,080,532

【販売管理費】

販 売 管 理 費  計 40,012,186

営 業 利 益 77,068,346

【営業外収益】

受 取 利 息 265

雑 収 入 104,760

営 業 外 収 益  計 105,025

【営業外費用】

繰 延 資 産 償 却 ( 外 ) 202,543

雑 損 失 52,800,000

営 業 外 費 用  計 53,002,543

経 常 利 益 24,170,828

税 引 前 当 期 純 利 益 24,170,828

【法人税等】

法人税・住民税及び事業税 7,185,932

法 人 税 等  計 7,185,932

当 期 純 利 益 16,984,896



株式会社CloudFit （単位：　円）

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 内 訳 書

2021年04月01日 〜 2022年03月31日

科 目 金 額

給 料 手 当 50,000

福 利 厚 生 費 19,599

採 用 教 育 費 1,215,000

広 告 宣 伝 費 8,335,168

接 待 交 際 費 519,123

会 議 費 249,366

旅 費 交 通 費 149,760

通 信 費 6,986,508

消 耗 品 費 779,190

水 道 光 熱 費 158,278

支 払 手 数 料 972,507

租 税 公 課 176,178

研 究 開 発 費 21,120

減 価 償 却 費 89,958

貸 倒 繰 入 額 ( 販 ) 199,000

雑 費 220

研 修 費 25,300

業 務 委 託 費 20,065,911

販 売 管 理 費  計 40,012,186



株式会社CloudFit （単位：　円）

株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

2021年04月01日 〜 2022年03月31日

【株主資本】

資 本 金 当期首残高 100,000

当期末残高 100,000

利 益 剰 余 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

繰 越 利 益 剰 余 金 当期首残高 11,563,179

当期変動額 当期純利益 16,984,896

当期末残高 28,548,075

利 益 剰 余 金 合 計 当期首残高 11,563,179

当期変動額 16,984,896

当期末残高 28,548,075

株 主 資 本 合 計 当期首残高 11,663,179

当期変動額 16,984,896

当期末残高 28,648,075

純 資 産 の 部 合 計 当期首残高 11,663,179

当期変動額 16,984,896

当期末残高 28,648,075



株式会社CloudFit

個 別 注 記 表

2021年04月01日 〜 2022年03月31日

１．この計算書類は、「中小企業の会計に関する指針」によって作成しています。

２．重要な会計方針に係る事項に関する注記

（１）棚卸資産の評価基準及び評価方法
　　　最終仕入原価法による原価法を採用しています。

（２）固定資産の減価償却の方法
　　　
　　　有形固定資産
　　　定率法（ただし、平成１０年4月１日以降に取得した建物（付属設備を除く。）
　　　及び平成２８年４月１日以降に取得した建物付属設備並びに構築物については定額法）
　　　を採用しています。

（３）貸倒引当金の計上基準

　　　債権の貸し倒れによる損失に備える為、
　　　一般債権について法人税法の規定による法定繰入率により計上しています。

（４）収益及び費用の計上基準
　　　
　　　発生主義により計上しています。

（５）その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
　　　
　　　消費税及び地方消費税の会計処理
　　　税込方式によっています。

３．貸借対照表に関する注記
　　
　　　有形固定資産の減価償却累計額　　　　　　　　89,958円

４．株主資本等変動計算書に関する注記
　　
　　　当該事業年度の末日における発行済株式の数　　　10株


